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一般社団法人 京都知恵産業創造の森 

スマートファクトリー促進支援事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 一般社団法人 京都知恵産業創造の森（以下「当法人」という。）は、京都府内の製造業を営

む中小事業者の製造現場におけるイノベーションを推進するため、エネルギー消費・生産計画等の

「見える化」による改善や、生産性向上を目的とした「スマートファクトリー」の導入等に要する

経費に対し、この要領の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、京都府内に事業所を有する

次の各号に規定する中小企業者とする。 

（１）製造業を主たる事業として営んでいる中小企業者（中小企業等経営強化法（平成１１年法律第

１８号）第２条第１項に規定するものとし、以下の項目に該当する者を除く。） 

・発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人 

・発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人 

・大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を含めている法人 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に定める風

俗営業を営む者 

 なお、製造業は、日本標準産業分類（平成２５年１０月改訂）の大分類で規定するＥ製造業と 

する。 

（２）前号に準じるもので、当法人理事長が、特に交付の必要があると認める者 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号に該当する場合は補助対象者とならないものとする。 

（１）京都府税及び京都市税を滞納している者 

（２）役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「暴力

団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認

められる者 

（３）暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められる者 

（４）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

（５）役員等が暴力団及び暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的或いは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者 

（６）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

（７）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が第２号から第６号

までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められる者 
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（８）補助対象者が第２号から第６号まで（第７号の場合を除く。）のいずれかに該当する者を資材、

原材料の購入契約その他の契約の相手方とした場合に、当法人が補助対象者に対して当該契約の

解除を求めたにもかかわらず、これに従わない者 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助対象事業に係る経費

（以下「補助対象経費」という。）及び補助金額は、下表に定めるとおりとする。 

  ただし、下表第２号に定める「見える化」を前提とした効率向上設備整備事業（以下、「設備整備

事業」という。）については、『平成３１年３月３１日までの間において、一般社団法人京都産業エ

コ・エネルギー推進機構が実施した京フェムス推進事業におけるエネルギー診断・「見える化」等

設備導入事業』及び『同年４月１日以降に、当法人が実施した本事業における「診断・見える化事

業」』の交付決定を受けて同事業を実施したものを対象に含めるものとする。 

 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額 

中小事業者が、自社により又は外部機関（経営コンサ

ルティングやエネルギー使用量の計測及びその分析・診

断等を行う企業や団体等を含む。）と連携して、京都府

内に有する既設の工場・事業場（以下「工場」という。）

の製造ライン等において、生産性向上を目的としたサプ

ライチェーン又は生産計画等について、ＩｏＴやＡＩな

どのＩＣＴを活用した効率化を目指す「スマートファク

トリー」を導入する（１）及び（２）の事業とする。 

（１）エネルギー診断、ＩＣＴによる設備保守情報の収

集等の生産性向上を目的とした「見える化」等設備導

入事業（以下、「診断・見える化事業」という。） 

エネルギーについて実施するときは、次のアからエ

までのすべてを実施する事業とする。 

ただし、外部機関によらず自社で実施する場合は、

「外部機関」を「自社」と読み替えるものとする。 

ア 外部機関が、当該工場のエネルギー使用量の計測

及びエネルギー使用状況の分析・診断を行う。 

イ 外部機関が、運用の改善及び設備の整備について

補助対象事業者に提案する。 

ウ 補助対象事業者が、「見える化」等設備を整備し、

運用する。 

エ 補助対象事業者が構築した「見える化」等設備に

よる工場のエネルギーマネジメントシステムの運

用について、外部機関が支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）診断・見え

る化事業 

計測及び診断費、 

設計費、設備費並

びに工事費（当該

経費からこれら

に係る消費税及

び地方消費税に

相当する額を減

額した後の金額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）診断・見え

る化事業 

補助対象経費に

１０分の１０を

乗じて得た額（当

該算出した額が

１，５００千円を

超える場合は、

１，５００千円。

千円未満切り捨

て）以内の額 
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 エネルギ―以外のスマートファクトリーについて

実施するときは、次のオからクまでのすべてを実施す

る事業とする。 

ただし、外部機関によらず自社で実施する場合は、

「外部機関」を「自社」と読み替えるものとする。）と

する。 

オ 外部機関が、当該工場の製造ライン、流通システ

ム等の分析・診断を行う。 

カ 外部機関が、運用の改善及び設備の整備について

補助対象事業者に提案する。 

キ 補助対象事業者が、「見える化」等設備を整備し、

運用する。 

ク 補助対象事業者が構築した「見える化」等設備に

よる工場の製造ライン、流通システム等の運用につ

いて、外部機関が支援する。 

（２）設備整備事業 

  診断・見える化事業の実施後に、次のアからウまで

のすべてを実施する事業とする。 

ただし、外部機関によらず自社で実施する場合は、

「外部機関」を「自社」と読み替えるものとする。 

ア 補助対象事業者が、診断・見える化事業の結果を

踏まえて、エネルギー等効率向上のために工場の設

備機器等を整備する。 

イ 設備整備後に、外部機関が、改善効果の計測及び

現状分析を行う。 

ウ 補助対象事業者が構築した工場のエネルギーマ

ネジメントシステム、製造ライン、流通システム等

の改善を外部機関が支援する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設備整備事

業 

設計費、設備費、

工事費並びに計

測及び診断費（当

該経費からこれ

らに係る消費税

及び地方消費税

に相当する額を

減額した後の金

額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設備整備事

業 

補助対象経費に

３分の１を乗じ

て得た額（当該算

出した額が３，５

００千円を超え

る場合は、３，５

００千円。千円未

満切り捨て）以内

の額 

 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする補助対象者は、様式第１号による交付申請書に様式第２号

及び様式第３号のほか別に指定する書類を添えて、別に定める日までに当法人理事長に提出しなけ

ればならない。 

２ 補助対象者は、補助金の交付決定前に事業を開始する場合は、様式第４号による事前着手届を当

法人理事長に提出し、その指示を受けなければならない。 
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（交付の決定） 

第５条 当法人理事長は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、その内容を審査のう

え、適正と認めるものについて、予算の範囲内において、申請者に対して交付決定の通知を行うも

のとする。 

２ 当法人理事長は、補助金の交付をしない旨の決定をしたときは、その理由を付して、申請者に通

知するものとする。 

 

（事業内容の変更） 

第６条 補助金の交付決定の通知を受けた者（以下、「補助事業者」という。）は、事業計画書の内容

について、次に掲げる変更を加えようとする場合には、あらかじめ様式第５号による変更承認申請

書を当法人理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

ただし、次に掲げる変更のいずれにも該当しない軽微な変更についてはこの限りではない。 

(１) 事業の実施場所の変更 

(２) 補助対象設備の主要構造又は主要機能の大幅な変更 

(３) その他計画内容の大幅な変更 

 

（事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、事業を中止し又は廃止しようとするときは、様式第６号による事業の中止（廃

止）届を当法人理事長に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業の遅延等の報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがなくなったとき又は補助事業の

遂行が困難になったときは、速やかに当法人理事長に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（遂行状況報告） 

第９条 当法人理事長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、事業の遂行状況について、

報告書の提出を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業終了後７日以内に、様式第７号による実績報告書に、様式第８号

及び様式第９号のほか次の各号に掲げる書類を添えて当法人理事長に提出しなければならない。 

(１) 業者・施工者との契約書又は契約日が確認できる書類（発注書、請書等）、納品書、請求書 

（２）経費の支払が確認できる資料（振込依頼書、領収書） 

（３）診断・見える化事業にあっては、外部機関による診断内容が確認できる書類（診断結果報告 

   書） 

(４) 事業の実施状況を確認できる書類・写真 

 (５) その他、必要と認める資料 
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２ 前項に規定する期間は、特別な事由その他正当な理由等があり、当法人理事長が認めるときは、

期間を延長することができる。 

 

（額の確定等） 

第１１条 当法人理事長は、前条の実績報告を受けた場合は、当該報告に係る書類の審査を行い、事

業が適正に実施されたことを確認した上で、交付決定金額の範囲内で補助金の交付額を決定し、補

助事業者に書面により通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び支払い） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、様式第１０号による請求書により、補助金

の交付を請求するものとする。 

２ 当法人理事長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の交付取消等） 

第１３条 当法人理事長は、次の各号に該当する場合は、補助金の額を確定した後においても、補助

金の交付決定の全部又は一部を取消し、又は変更することができる。 

（１）補助事業者が本要領、交付決定の内容又はこれを附した条件に違反したとき 

（２） 補助事業者が第２条に規定する補助対象者又は第３条に規定する補助対象事業の要件を欠

くに至ったとき 

（３）補助事業者が申請書、その他関係書類に虚偽の記載をし、又は不正な行為があったとき 

（４） 補助事業者が破産、民事再生、会社整理、特別清算又は会社更生等の申立ての事実が生じた

とき 

（５） 当法人理事長が第７条による事業中止（廃止）届を受理したとき 

（６）当法人理事長が法令違反など社会通念上不適切な行為と認めたとき 

（７） 当法人理事長が被災等により補助対象事業の遂行ができないと認めたとき 

２ 前項の規定により取消又は変更の決定を行った場合には、当法人理事長は速やかに補助事業者に

通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１４条 前条の規定により補助金の交付の取消等を行った場合において、既に補助金が交付されて

いるときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１５条 補助事業者は、事業が完了した後も補助金により取得した財産（以下「取得財産」という。）

について、様式第１１号による取得財産管理台帳を備え、その保管状況を明らかにし、善良なる管

理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、取得財産のうち取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のものについては、
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減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める期間内(以下「法

定耐用年数」という。)において、当法人理事長の承認を受けずに、補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸付又は担保に供してはならない。 

３ 補助事業者は、前項の期間内に取得財産を処分しようとするときは、様式第１２号による取得財

産処分承認申請書により、あらかじめ当法人理事長の承認を受けなければならない。 

４ 当法人理事長は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産処分等により収入が

あったときは、その収入の全部又は一部を当法人に納付させることができる。  

 

（補助金の経理等） 

第１６条 補助事業者は、事業の経費について、他の経理と明確に区分して帳簿及び証拠書類を整備

し、その収支を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を事業の完了した日の属する年度の終了後１０年間保存

しなければならない。 

 

（その他） 

第１７条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、当法人理事長が別に定める。 

 

（附則） 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

（附則） 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（附則） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 


